
歳入確保・経費節減等の取り組み目標【歳入に係る主な取組み】１７年度から２１年度まで

H17実績 H18 H19 H20 H21 合計

町内の定住者の増加対策を講じ、安定的な町税確保をめざす（住民税・固定資産税の
増収）

企総他 H17～ 未　定

観光振興対策の充実による入湯税課税客体の増加　（入湯税の増収） 産振他 H18～ ⑱予定1,200千円 1,200 1,200 1,200 1,200 4,800

滞納管理システム導入により、各種税・料等の未納情報を集中管理し早期対策を講じ
る

税住 H17 ー

既に条例にある延滞金徴収について検討 税住 H18 ー

町手数料徴収条例見直し、コスト算定による受益者負担適正化 企総 H17～
⑰441千円

⑱予定200千円
1,157 1,157 1,157 1,157 1,157 5,785

検診手数料の見直し（肺がん（集団）検診） 保福 H17～ ⑰420千円 647 647 647 647 647 3,235

H16年からH17年に実施した公共施設の使用料と手数料を受益と負担の観点から再度見
直しを行う

企総 H19 未　定

H17取組済にかかるもの　宅地　956.28㎡　原野・雑種地　29,836.06㎡ 企総 H17 ⑰11,830千円 11,830 11,830

今後の取組目標にかかるもの　宅地　2,872.88㎡　21,352千円、　雑種地（家庭用
畑）　655.00㎡　98千円、　小山林　36,164.61㎡（立木含）993千円

企総 H17～H19 22,443千円 10,308 4,066 8,069 22,443

各種団体等が事業展開している補助メニューを積極的に活用し財源を確保

　コミュニティー助成金の活用 企総
⑰3,800千円

⑱予定1,000千円
3,300 1,000 3,500 　 　 7,800

　芸術文化環境づくり支援事業補助金、（国際写真フェスティバル事業） 特対
⑰3,000千円

⑱予定5,000千円
3,000 5,000 8,000

　まちづくり交付金の活用、地域住宅交付金の活用、その他財源的に有利な交付金の
利活用

企総 H17～ ー

湯けむり温泉大学等 保福他 H17～ ⑰334千円 334 334 334 334 334 1,670

姿見の池周回路維持管理協力金及びスポーツ振興協力金の導入（遊水公園パークゴル
フ場）

産振
都建

H17～
⑰3,180千円

⑱予定1,680千円
237 522

普通財産貸付料の算定基準改訂 企総 H17～
⑰270千円

⑱予定　166千円
270 436 436 436 436 2,014

特定消費の日を制定し（例：夫婦の日等）温泉宿泊チケットを販売する等町内の消費
拡大に向けた新たな取組みの実施を検討し、経済の活性化と税の増収

産振 H18～ ー

定住対策等による人口増加対策、保育所費及び幼稚園費算定基礎の園児数カウントの
見直し、町内林道を町道へ変更、農道台帳整備による増加対策

企総 H18～ ⑱推計42,500千円 42,500 42,500 42,500 42,500 170,000

自動販売機設置料の改定 企総 H18～ ⑱予定　113千円 113 113 113 113 452

町営貸切バスのガソリン代見合い徴収の検討 都建 H18 未　定

喫茶や特産クラフトの販売、魅力ある写真の販売等、新たな収益対策を講じる 特対 H18～ ⑱予定　54千円 54 54 54 54 216

合計 31,083 57,029 58,010 46,441 46,441 239,004

町税の増収対策

定住促進及び企業立地の促進

観光振興対策の充実による入湯税課税
客体の増加

税・料の徴収対策

地方交付税の算定に用いる基礎客体の
増加対策

文化ギャラリー内に収益部門を導入

滞納管理システムの導入

延滞金徴収の検討

各種講座参加料などの見直し・新規設
定

各種協力金の導入

町有地貸付料算定見直し

町内での消費増加対策の新たな展開

その他

使用料・手数料の見直し

町手数料徴収条例の改定

検診手数料改定

宅地、山林、雑種地、原野の売り払い

未利用財産の売り払い等

その他

各年度効果額等
項　　　　　目 これまでの取組み内容等 実施年度

効果額
(予定・推定）

担当課

H17～

各種補助金の導入

使用料・手数料の再見直し（３年毎に
見直し）



歳入確保・経費節減等の取組み目標【歳出に係る主な取組み】１７年度から２１年度まで

H17実績 H18 H19 H20 H21 合計

退職者の補充削減
途中退職者1名、年度末退職者4名、採用4名や公社派遣による給与減（土地開発公社、
東川振興公社）

企総 H17～ ⑰38,545千円 38,545 38,545 38,545 38,545 38,545 192,725

H17退職者2名に対しH18採用なし　▲2名
H18退職者3名に対しH19採用1名　▲2名
H19退職者7名に対しH20採用3名　▲4名
H20退職者1名に対しH21採用なし　▲1名
H21退職者4名に対しH22採用1名　▲3名　計▲12名

企総 H18～

⑱予定19,460千円
⑲推計29,447千円
⑳推計36,456千円
21推計11,015千円
22推計32,417千円

19,460 48,447 85,363 96,378 249,648

町議会議員削減
町議会議員定数を16人から14人に削減　（H19.3.31に条例改正）月額報酬170千円（1
人）期末手当748千円（〃）　議員共済会給付当負担金237千円（年額）（〃）　議員公
務災害補償組合負担金5千円（年額）（〃）

議会 H19～ 6,060千円 6,060 6,060 6,060 18,180

特別職給与削減
常勤の特別職の職員の給料月額10％削減　平成15年7月1日～平成19年3月30日まで　年
間削減額4,557千円

企総 H15.7～継続 ⑰4,557千円/年 4,557 4,557 4,557 4,557 4,557 22,785

寒冷地手当削減 人事院勧告による削減（約４割引下げ） 企総 H17～
⑰4,222千円

⑱予定1,027千円
4,222 5,249 5,249 5,249 5,249 25,218

特殊勤務手当の縮減
特勤手当について縮減又は廃止、野犬掃とう従事手当、伝染病防疫手当、滞納処分従事
手当、施術手当及び放射線業務従事手当、夜間看護手当、出動手当

企総 H18、H19 ⑱予定　640千円 640 640 640 640 2,560

給与構造改革の完全実施（人事院
勧告の尊重）

俸給表の水準を全体として▲4.8％引き下げる 企総 H18～ 未　定

勧奨退職者特別昇給制度の見直し 特別昇給の廃止に向け検討 企総 H18 未　定

住宅手当等の見直し 住宅手当等の見直しを検討 企総 H18 未　定

時差出勤制の導入 行事により始業及び終業の時刻を選択勤務し、超過勤務を縮減する 企総 H18～ ー

非常勤特別職月額報酬見直し 月額報酬見直し 企総 H19 未　定

交通安全指導員のあり方について検討 企総 H18 未　定

固定資産評価補助員のあり方について検討 税住 H19 未　定

農業委員会委員の実数減（１名） 農委 H17 492千円 492 492 492 492 492 2,460

社会教育委員のあり方について検討 社教 H19 未　定

体育指導員定数のあり方について検討 社教 H20 未　定

職員福利厚生補助（役場職員親交会）の見直し　交付金の実績精算方式の導入（対象事
業費の1/3以内の額）

企総 H17 12千円 12 12 12 12 12 60

健康診断の個人負担の増額を検討 企総 H18 未　定

地域組織の体制整備を含め、維持管理の地域への委託化について検討 企総 H18 未　定

地域組織の体制整備を含め、維持管理の地域への委託化について検討 都建 H19 未　定

役場事務所清掃の直営化 企総 H18 ⑱予定　569千円 569 569 569 569 2,276

いきいきセンター管理運営委託、道草館管理運営委託、キトウシ森林公園家族旅行村管
理運営委託、忠別川親水河川公園管理運営委託、農業振興センターの管理運営委託を指
定管理者制度の移行及び収益事業の拡大

企総 H18 ⑱予定　7,810千円 7,810 7,810 7,810 7,810 31,240

Ｂ＆Ｇ海洋センター、町民運動公園、錬成館、文化ギャラリー、文化交流館、老人保健
センターについて導入について検討

社教
特対
保福

H18 未　定

指定管理者制度の導入及び収益事業の
拡大

地区ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰの地域への委託化

小公園管理の地域への委託化

その他

各施設清掃委託回数等減及び内容変更

職員削減

給与等削減

項　　　　　目

施設等維持費の見直し

各年度効果額等
これからの取組み内容等

実施（検討）
予定年度

効果額
(予定・推定）

担当課

人件費削減



長期継続契約に関する条例を本格運用し一部委託の項目拡大と経費縮減 企総他 H18～ ⑱予定　788千円 788 788 788 788 3,152

H15～H17で補助金▲25％を基本に縮減しH17に2団体を廃止 企総他 H15～継続 ⑰14,107千円 14,107 14,107 14,107 14,107 14,107 70,535

合併処理浄化槽維持管理事業補助の縮減 都建 H17 ⑰4,185千円 4,475 4,475 4,475 4,475 4,475 22,375

合併処理浄化槽設置事業補助の縮減 都建 H18～ ⑱予定　8,525千円 8,525 8,525 8,525 8,525 34,100

定住促進対策事業補助金の縮減 企総 H18 ⑱予定　31,658千円 32,096 32,096

農家経営管理支援協議会補助金の縮減 産振 H18 ⑱予定　200千円 200 200 200 200 800

消費者協会補助金の廃止 税住 H18 ⑱予定　9千円 65 65 65 65 65 325

家族の健康を守る主婦の会補助金の廃止 保福 H18 ⑱予定　100千円 100 100 100 100 100 500

森づくり推進事業補助金の縮減 産振 H18 ⑱予定　435千円 435 435 435 435 1,740

体育協会補助金の縮減 社教 H18 ⑱予定　191千円 332 523 523 623 623 2,624

観光協会育成事業のあり方を抜本的に見直し 産振 H18 未　定 1,284 1,284 1,284 3,852

大雪山国立公園保護振興対策事業の山岳環境の保全体制育成事業のあり方について検討 産振 H18 未　定 2,098 2,098 2,098 6,294

町が加入している団体等を整理し脱退H17は7団体 企総他 H17～ ⑰443千円 443 443 443 443 443 2,215

電算の共同処理を目的とした電算処理協議会のあり方について検討（共同処理の必要性
を含め早急に検討）

企総他 H18 未　定

飲食を伴う負担金の公費負担廃止 企総 H18～ ⑱予定　411千円 411 411 411 411 1,644

勤続30年表彰記念を退職時に改める 企総 H17～ ー

道の補助廃止に併せて、町補助を見直し
老人医療費（道老）給付事業廃止、高齢者事業団育成のあり方見直し

保福 H20 未　定 540 540 540 1,620

道の事業から拡大して町単独で実施している助成を見直し検討 保福 H19 未　定

重度医療と同様の基準で、一定所得以上の世帯の助成見直し 保福 H18～ ⑱予定　615千円 615 615 615 615 2,460

援助の限度額及び対象者の基準見直し 学教 H18～ ⑱予定　489千円 398 398 398 398 1,592

保護者負担を導入し縮減 学教 H18～ 未　定 559 559 559 559 2,236

工法、資材規格見直し 都建 H17～
⑰3,080千円

⑱予定1,100千円
3,080 1,100 　 　 　 4,180

地域限定型一般競争入札の導入等 都建 H18～ 未　定

一般事務補助員の縮減及び除雪臨時職員の勤務シフトによる縮減 企総他 H17～ ⑰1,962千円 1,962 1,962 1,962 1,962 1,962 9,810

追録刊行物等見直し、広告費の縮減、その他消耗品費等の節減の徹底（各種事業費減、
消耗品集中管理徹底、印刷物自前化と共同発注、公用車の縮減、節電の徹底、LGWAN
や総合行政情報ネットワークの活用徹底による通信運搬費の縮減他）

企総他 H17～
⑰11,000千円

⑱予定　3,000千円
11,000 14,000 14,000 14,000 14,000 67,000

戸籍電算化の広域による運用を検討 税住 H18～ 未　定

ワイン用ブドウ栽培のあり方について見直し 産振 H18 ⑱予定　204千円

除排雪の縮減（路線の重要度による差別化） 都建 H18～ －

道路維持補修業務の全面委託検討 都建 H19 未　定

診療所窓口業務の委託 診療 H18 ⑱予定9,674千円 9,674 9,674 9,674 9,674 38,696

診療所調剤業務の委託を検討 診療 H19 未　定

湯けむり温泉大学事業の見直し 保福 H18 ⑱予定　677千円 677 677 1,354

民有林指導育成事業の見直し 産振 H18 ⑱予定　448千円 448 940 1,502 1,502 4,392

地域婦人活動支援事業の廃止 社教 H18 ⑱予定　182千円 182 182 182 182 728

投資的経費の見直し

建設コスト縮減

多様な発注方法によるコスト縮減

重度心身障害者及びひとり親家庭等の
医療費助成のあり方について見直し

重度障害者ハイヤー助成の見直し

要保護準要保護就学援助の見直し

中体連大会等参加支援の見直し

職員勤続表彰の見直し

団体補助及び事業補助金

各種団体加入負担金見直し

老人医療費等の道施策事業の廃止

各施設保守管理業務委託の一元発注化
及び長期継続契約化

補助金等の整理合理化

諸会議出席負担金の見直し

その他事務事業の整理合理化

内部管理経費の見直し

臨時職員に係るもの

その他内部管理経費



成人式開催事業の見直し 社教 H18 ⑱予定　147千円 147 147 147 441

幼児センター給食業務の全面委託を検討 幼セ H21 未　定

大規模事業のＰＦＩ等活用の検討
　公営住宅建設事業の活用について検討
　東川小学校改築事業の基本計画策定時に活用について検討

都建 H18 未　定

ボランティアコーディネーター設置事業のあり方を抜本的に見直し 保福 H18 未　定

公共的団体の役場内事務局のあり方について検討 企総他 H18 未　定

目的税（入湯税等）の使途の明確化と公開　（どのような事業に目的税が充当されたか
を公開）

企総 H18～ ー

合計 83,392 168,440 174,852 213,107 224,122 863,913


